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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成27年1月22日(2015.1.22)

【公開番号】特開2013-120326(P2013-120326A)
【公開日】平成25年6月17日(2013.6.17)
【年通号数】公開・登録公報2013-031
【出願番号】特願2011-268811(P2011-268811)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  15/16     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  15/20     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ  15/16    　　　　
   Ｇ０２Ｂ  15/20    　　　　
   Ｇ０２Ｂ  13/18    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成26年12月2日(2014.12.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側より像側へ順に、正の屈折力の第１レンズ群、負の屈折力の第２レンズ群、正の
屈折力の第３レンズ群、正の屈折力の第４レンズ群より構成され、ズーミングに際し、前
記第１レンズ群は不動で、少なくとも前記第２レンズ群と前記第４レンズ群が移動し、ズ
ーミングに際して隣り合うレンズ群の間隔が変化するズームレンズにおいて、
　前記第３レンズ群は、物体側の面が凸でメニスカス形状の負レンズと正レンズを接合し
た接合レンズからなり、前記第４レンズ群は、物体側の面が凸でメニスカス形状の負レン
ズと正レンズを接合した接合レンズからなり、前記第３レンズ群と前記第４レンズ群の焦
点距離を各々ｆ３、ｆ４とするとき、
０．６８＜ｆ３／ｆ４＜１．２０
なる条件式を満足することを特徴とするズームレンズ。
【請求項２】
　前記第３レンズ群に含まれる負レンズの物体側のレンズ面の曲率半径をＲ３ｎ１とする
とき、
１．３＜ｆ３／Ｒ３ｎ１＜１．８
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１に記載のズームレンズ。
【請求項３】
　前記第３レンズ群に含まれる負レンズの物体側のレンズ面の曲率半径をＲ３ｎ１、前記
第３レンズ群に含まれる負レンズの像側のレンズ面の曲率半径をＲ３ｎ２とするとき、
１．１＜Ｒ３ｎ１／Ｒ３ｎ２＜１．５
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１または２に記載のズームレンズ。
【請求項４】
　前記第３レンズ群に含まれる負レンズの材料の屈折率とアッベ数を各々Ｎ３ｎ、ν３ｎ
とするとき、
１．８６＜Ｎ３ｎ
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ν３ｎ＜２９
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載のズームレ
ンズ。
【請求項５】
　前記第４レンズ群に含まれる負レンズの材料の屈折率をＮ４ｎとするとき、
１．８６＜Ｎ４ｎ
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載のズームレ
ンズ。
【請求項６】
　前記第１レンズ群の最も像側のレンズ面から前記第３レンズ群の最も物体側のレンズ面
までの広角端における光軸上の距離をＤ１３ｗ、前記第２レンズ群の焦点距離をｆ２とす
るとき、
－８．６＜Ｄ１３ｗ／ｆ２＜－６．０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載のズームレ
ンズ。
【請求項７】
　像ぶれ補正に際して、前記第３レンズ群は、光軸に対して垂直方向の成分を持つ方向に
移動することを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【請求項８】
　広角端から望遠端へのズーミングに際して前記第２レンズ群は像側へ移動し、前記第４
レンズ群は物体側に凸状の軌跡を描いて移動することを特徴とする請求項１乃至７のいず
れか１項に記載のズームレンズ。
【請求項９】
　前記第２レンズ群と前記第３レンズ群の間に開口絞りを有し、広角端から望遠端へのズ
ーミングに際して、前記第２レンズ群は像側へ移動し、前記開口絞りと前記第３レンズ群
と前記第４レンズ群は物体側に凸状の軌跡を描いて移動することを特徴とする請求項１乃
至７のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【請求項１０】
　前記第２レンズ群は、物体側より像側へ順に、負レンズ、負レンズ、正レンズより成る
ことを特徴とする請求項１乃至９のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれか１項に記載のズームレンズと、該ズームレンズによって形
成される像を受光する撮像素子を有することを特徴とする撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　本発明のズームレンズは、物体側より像側へ順に、正の屈折力の第１レンズ群、負の屈
折力の第２レンズ群、正の屈折力の第３レンズ群、正の屈折力の第４レンズ群より構成さ
れ、ズーミングに際し、前記第１レンズ群は不動で、少なくとも前記第２レンズ群と前記
第４レンズ群が移動し、ズーミングに際して隣り合うレンズ群の間隔が変化するズームレ
ンズにおいて、
　前記第３レンズ群は、物体側の面が凸でメニスカス形状の負レンズと正レンズを接合し
た接合レンズからなり、前記第４レンズ群は、物体側の面が凸でメニスカス形状の負レン
ズと正レンズを接合した接合レンズからなり、前記第３レンズ群と前記第４レンズ群の焦
点距離を各々ｆ３、ｆ４とするとき、
０．６８＜ｆ３／ｆ４＜１．２０
なる条件式を満足することを特徴としている。
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【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　以下、図面を用いて本発明のズームレンズ及びそれを有する撮像装置の実施例について
説明する。本発明のズームレンズは、物体側より像側へ順に、正の屈折力の第１レンズ群
、負の屈折力の第２レンズ群、正の屈折力の第３レンズ群、正の屈折力の第４レンズ群を
有する。そしてズーミングに際して第１レンズ群は不動であり、少なくとも第２、第４レ
ンズ群が光軸上を移動し、ズーミングに際して隣り合うレンズ群の間隔が変化する。本発
明のズームレンズは、第１レンズ群の物体側又は第４レンズ群の像側の少なくとも一方に
屈折力のあるレンズ群が配置されていても良い。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２９】
　０．７１＜ｆ３／ｆ４＜１．１６ ・・・（１ａ）
　各実施例において、更に好ましくは次の条件式のうち１以上を満足するのが良い。第３
レンズ群Ｌ３に含まれる負レンズの物体側と像側のレンズ面の曲率半径を各々Ｒ３ｎ１、
Ｒ３ｎ２とする。第３レンズ群Ｌ３に含まれる負レンズの材料の屈折率とアッベ数を各々
Ｎ３ｎ、ν３ｎ、第４レンズ群Ｌ４に含まれる負レンズの材料の屈折率をＮ４ｎとする。
広角端において第１レンズ群Ｌ１の最も像側のレンズ面から第３レンズ群Ｌ３の最も物体
側のレンズ面までの距離をＤ１３ｗ、第２レンズ群Ｌ２の焦点距離をｆ２とする。このと
き以上の条件式のうち１以上を満足するのが良い。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
　条件式（２）は第３レンズ群Ｌ３の焦点距離と第３レンズ群Ｌ３中の（第３レンズ群Ｌ
３に含まれる）負レンズの物体側のレンズ面の曲率半径の比を規定した式である。第３レ
ンズ群Ｌ３は一組の接合レンズのみで構成される為、所望する第３レンズ群Ｌ３の焦点距
離に対して、球面収差係数とコマ収差係数が小さくなる曲率半径は限定的である。従って
、条件式（２）は上限値を超えた場合も下限値を超えた場合も、広角端において球面収差
とコマ収差の補正が困難となる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４４】
　以下に、実施例１～４に各々対応する数値実施例１～４を示す。各数値実施例において
、ｉは物体側からの面の順番を示し、ｒｉは第ｉ番目（第ｉ面）の曲率半径、ｄｉは第ｉ
＋１面との間の間隔、ｎｄｉ、νｄｉはそれぞれｄ線を基準とした第ｉ番目の光学部材の
材料の屈折率、アッベ数を示す。また、数値実施例１～４では最も像側の２つの面は光学
ブロックに相当する平面である。非球面形状は光軸からの高さＨの位置での光軸方向の変
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位を面頂点を基準にしてＸとする。光の進行方向を正としＲを近軸曲率半径、ｋを円錐定
数、Ａ４を非球面係数とする。このとき
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